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荒川と江戸川の浸水想定の重ね合わせ

※ゼロメートル地帯：朔望平均満潮位以下の地区
出典：国土交通省「ゼロメートル地帯の高潮対策検討会」第１回資料
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東京湾のゼロメートル地帯

浸水継続時間が長期間に及び、その間はラ
イフラインが途絶

多くの人が域内避難を行った場合、数日内で
は救助しきれないおそれ
浸水域内にとどまった場合、命に危険が及ぶ
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 問題の本質を総括的に捉え、一定のまとまりのある地域（江東５区）において、
過去に関東地方に大きな被害をもたらしたカスリーン台風を参考とした基本
ケースを設定し、基本的な考え方と定量的な算出方法について検討を行った。

 今後、実地で得られた知見や課題等を踏まえ、基本的な考え方と定量的な算
出方法について適宜見直しを行うとともに、より過酷な災害事象等を考慮した
応用ケースで検討を行う。

 三大都市圏において大規模・広域避難計画の立案に向けて検討が進められて
いる地域もあるが、現時点においては概念的な整理、あるいは特定分野にお
ける整理に留まっている。

大規模・広域避難の課題と検討の進め方

【広域避難に関する課題】

避難者数が膨大であるため、多くの人が広域避難を行った場合、避難者が集中
する駅や橋梁において大混雑の発生が予想される。それにより、群集雪崩や将
棋倒しの発生等の大事故が発生したり、避難途中で氾濫に巻き込まれたりする
おそれがある。これらを防ぐためには、避難のためのリードタイムの確保、事故を
未然に防ぐための交通誘導等の実施や、氾濫の危険性が高まった際の域外避
難から域内避難への切り替え等、広域避難を実現するためのオペレーションが
必要となる。

大混雑の発生に加え、浸水が想定される範囲が広域であることから、かなり早
い段階から避難を開始する必要があるが、精度が低い予測に基づく避難判断と
ならざるをえず、空振りが続くことにより住民が計画通りの避難行動をとらないお
それがある。

【域内避難に関する課題】

浸水継続時間が長期間に及ぶことが予想され、その間はライフラインが途絶す
ること等が想定される。また、避難者数が膨大であるため、多くの人が域内避難
を行った場合、警察、消防、自衛隊等による救助が難航し、数日内では救助しき
れないおそれがある。このことから、浸水区域内に留まる人数が増えるほど、人
的被害リスクが増大するおそれがある。

避難行動別の避難者数（イメージ）

二次的な人的被害リスクを認識していない
と、浸水区域外に避難しない

収容数に限度

多数の浸水区域内に留まる人

対策後

現状（対策なし）

高
二次的な人的被害リスク

低

避難行動の実現困難度

立退き避難する人を増やすとともに、交
通手段と避難経路を最適化することに
より、広域避難の実現性を高める。

公的避難施設

自宅

浸水区域内

病院・施設

公的避難施設等
自主避難先

浸水区域外

・二次的な人的被害リスクが高い人を減らす
・避難行動の実現困難度が高い人が残れるようにする

域内避難 （浸水区域内での避難） 域外避難 （浸水区域外への避難）

リスクを認識せずに浸水区域内に留まる人が多くなるおそれがあるが、避難行動の組合せはこれ
まで定量的に検討されてこなかった。WGでは、地域全体のリスクを低減させるために、避難行動
別のリスクの改善策と、それを考慮した組合せの考え方について、初めて総合的に提示した。

改善策改善策

応用ケース②
対象地域の広範囲化
・江東５区に加え周辺自治体も対象に

応用ケース①
対象災害の過酷化
・高潮・他河川洪水の同時発生
・複数地点での決壊
・東京での暴風雨

検討条件の難度

基本ケース
対象災害：カスリーン台風を参考

決壊地点は１点のみ
対象地域：江東５区のみ

検討条件が厳しくなると、より高水準の対策が必要

必要となる
対策の水準

徐
々
に
検
討
条
件
を
厳
し
く

基本ケースでの考え方が、応用
ケースでも通用するか、地域別・
時間帯別で細かく確認

実現可能性を検証し、
課題があれば、前の段
階に立ち返って再検討

本提案
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氾濫危険水位

避難判断水位

氾濫注意水位

東京

岩淵水門（上）

松戸

東京

■ピーク水位
⇒9月16日4時

■ピーク水位
⇒9月16日6時
（観測：12時間間隔）

■潮位の大きな上昇はない

9/14 9/15 9/16 9/17

降
雨

風
速

荒
川

江
戸
川

潮
位

■平均風速10~14m/s 
⇒9月15日20～21時

■時間雨量19~35㍉
⇒9月15日18～21時

傘をさした状態で歩行が困難

荒川の渡河が困難

東京

傘をさしていても濡れて、ワイパーを速くしても見づらい状況

江戸川の渡河が困難洪水氾濫の可能性
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計画高水位霊岸島隅
田
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■隅田川の水位の大きな上昇はない

洪水氾濫の可能性

同時期に水位上昇

荒川洪水からの避
難者と江戸川洪水
からの避難者が同
時期に移動する事
態が発生

荒川の水位上昇
時に中川・隅田川
の水位上昇や、
高潮発生はない

東京地点での風
雨は、岩淵ピーク

の７～１０時間
前に風雨が強ま
り、傘を差したまま
では歩行が困難
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■中川は決壊しているが、利根
川等の氾濫流の流入によるもの
であり、流域での降雨が流入した
ことによる洪水発生ではない

中川における観測水位データ無し

渡河部や沿岸部での風は内陸での
観測値よりも強い可能性が高いこ
と、鉄道運行停止等の判断に用い
る瞬間風速は平均風速よりも高くな
ること等の検証が必要

カスリーン台風における他河川・高潮・降雨・風雨の状況
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立退き避難の全体像

4

③公的避難施設

①自宅

④公的避難施設等

江東５区内（ほぼ全域が浸水）

②病院・施設
⑤自主避難先

江東５区外

床上浸水継続３日未満の地区に居住する住民は屋内安全確保で対応（※１）するものとし、立退き避難の対象は「全居室
水没」または「床上浸水継続３日以上」または「家屋倒壊等氾濫想定区域」に該当する住民１７２万人に限定する

B：移動困難者は、立退き避難を基本としつつ、５区内での避難も可とする

C：２４時間前には５区外への立退き避難を開始する

病院・福祉施設等の入院・入所者２万人とその付添支援者１万人は、施設内で屋内安全確保も可とする（※ ２）

長距離移動が困難な人については５区内の公的施設（容量１７万人 ）への避難も可とする（※３）

 ３日程度での救助を目指す（※ ４）

立退き避難対象区域の人口１７２万人
 この１７２万人は立退き避難を行うこととする一方、立退き避難が困難な人（移動困難者）に限って は、浸水区域内に留ま ることも

可とし、浸水区域内の公的な避難所を優先的に配分する。
 ただし、在宅の移動困難者については、救助の観点から自宅に留ま らず、避難所に避難することとする

５区外への立退き避難対象１５１～１７２万人

行政界を越えた公的避難施設確保のための調整を円滑に進めるため、５区外の公的避難施設は最小限とする。

具体的には、親戚宅、通勤先等の自主避難先の確保を推奨する（※７）とともに、公的避難施設へ避難した人についても、
堤防の決壊するおそれがなくなった段階で、浸水していない地区の住民は速やかに５区外から５区内に帰還すること
とする。また、浸水した地区の住民は５区内の非浸水避難施設へ避難することとする。

D：５区外の公的避難施設は最小限とする

浸水域外まで、個人の自由に委ねれば１７時間以上、移動手段・経路等を理想的に分散できれば３時間程度（※５）であ

るが 、計画実行の不確実性や、鉄道の運行停止（※６）等を考慮し、災害発生２４時間程度前には災害予測を実施して避
難開始する

江東５区全住民 ２５１万人
 二次的な人的被害リスクの高い避難行動を回避するため、屋内に留まることはせず立退き避難を基本とする。
 一方、大混雑を抑制するため、立退き避難の対象を限定する。

（※２）常総水害被災施設からの聴き取りでは、入院入所者の立退き避難は困難であり、屋内安全確保のための対策を行うことが現実的との結果
（※３）江東５区における在宅要配慮者の総数は29.5万人

（※４）荒川左岸7KP決壊の場合の救助対象者は、病院・福祉施設で0.8万人、公的避難施設で1.8万人程度であり、ボー トやヘリによる救助活動が順調に進めば3日以内で救助可能

（※１）江東５区住民を対象としたWEBアンケートで は７１％の住民が協力する意向、水・食料を３日以上備蓄していると回答した 人は５７％

A：立退き避難の対象を限定する

（※７） WEBアンケートでは４５％の人が自主避難先に避難する意向

【江東５区全住民 ２５１万人の避難行動】

応用ケースの検討を踏まえ、基本的な考え方の再検討

屋内安全確保：７９万人～１００万人 ５区外への立退き避難：１５１万人～１７２万人

①
非浸水・床下浸水：２３万人
床上浸水継続時間３日以内：５６万人

② 入院・入所者：０万人～３万人

③ 在宅移動困難者：０万人～１７万人

屋内安全確保を行う７９万人～１００万人の内訳

（※５）徒歩・自動車・鉄道による避難可能人口のうち、およそ半分を鉄道が占める
（※６）暴風雨により運行停止するおそれがあることに加え 、氾濫の１２時間前には地下鉄が、６時間前には全鉄道の運行が停止する（乗客・乗員の安全確保、車両待避のため）

 リスクを総合的に下げるため、以下の通り江東５区全体で最適化を図った

徒歩・自動車制限なし

全鉄道運行停止東京での強風雨

（沿岸部、渡河部を中心
に鉄道の一部運休）

地下鉄運行停止夜間は最大６時間
鉄道が運行されない

鉄道を活用できる時間を
ある程度確保しようとす
ると、氾濫の２４時間程

度前には、何らかの災害
予測に基づいて、避難を
開始することが必要

荒川・江戸川水位上
昇（避難方向制限）

堤
防
決
壊
の
お
そ
れ

２０ １２ １０ ８ ６２４ ４１６ ２

沿岸部や渡河部での風は内陸よりも強いこ
とから、沿岸部等の路線は、速度規制や運
行停止が早くから必要となる場合がある

緊
急
避
難

カ
ス
リ―

ン
台
風
実
績

に
基
づ
く
シ
ナ
リ
オ

堤防決壊までの時間

【広域避難時の交通手段と避難経路の最適化】

徒歩 自動車（一般道） 鉄道

（自由意思に委ねた避難）

ボトルネックとなっている橋梁

6時間までに避難完了

6～12時間までに避難完了

12～24時間以降に避難完了

24時間以降に避難完了

24時間前に災害予測を行い、避難を開始

移動困難者２１万人は立退き避難を
基本としつつ、５区内での避難も可とする

５区外への立退き避難を行う１５１万人～１７２万
人については、行政界を越えた公的避難施設確保
のための調整を円滑に進めるため、親戚宅、通勤
先等の自主避難先の確保を推奨するとともに、公
的避難施設へ避難した人についても、決壊地点の
確定後、速やかに５区外から５区内に帰還

・交通手段の選択を各避難者の意向に委ねる
・各避難者の最寄りの橋梁・駅等を経由して避難

 迂回を極力少なくしつつ、避難時間の総計が最短となるよう、交通手段と経路の誘導・分散を図る

※交通手段の利用割合は、アンケート調査に基づき、徒歩32％、自動車28％、鉄道40％

調整の効果が期待できる移動経路

自動車（高速道路）

自由意思に委ねた避難 避難時間の最短化

徒歩 ５５万人（３２％） ６７万人（３９％）

自動車 ４８万人（２８％） ２２万人（１３％）

鉄道 ６９万人（４０％） ８３万人（４８％）

合計 １７２万人

移動手段・経路
避難者数

自由意思に委ねた避難
（避難者の９割が避難完了する時間）

避難時間を最短化した避難
（避難者全員が避難完了する時間）

１７２万人 約１７時間 約３時間

交通手段・経路等の対策

（避難時間を最短化した避難）
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大規模・
広域避難大規模・

広域避難

・荒川と江戸川の水位がほぼ同時に上昇
・決壊地点が未確定であるため、両河川の氾濫で床上浸水する区域からは立退き避難が必要

決壊前：決壊地点が未確定

荒川と江戸川の最大包絡

通常、水害からの退き避難の対象者は、
床上浸水となる区域の住民としている

江東５区の全人口 ２５１万人※２のうち、

床上浸水区域の人口は ２２８万人※３

当面は床上浸水継続３日以内の区域では可能な限り屋内安全確保とす
るよう、当該区域の住民に協力を要請してはどうか（十分な備蓄が前提）
※浸水継続時間３日以内であっても、全居室水没または家屋倒壊等氾濫想定区域の住
民は立退き避難する

考え方

膨大な立退き避難者により、次の課題が発生
・避難時の混乱や事故の誘発
・避難時間の長時間化
・早期段階からの避難による空振りの頻発

膨大な立退き避難者を少なくするため、積極的な自助・共助の協力要請を検討

※２ H22国勢調査

※３ 氾濫シミュレーション結果を基に、該当するメッシュの人口を
H22国勢調査地域メッシュ統計から算出

立退き避難の対象区域

※１ 【荒川】荒川水系洪水浸水想定
区域（H28.5）、【江戸川】利根川水
系江戸川浸水想定区域図H17.3）

における破堤点毎の氾濫シミュ
レーション結果を基に作成

床上浸水継続時間※１

荒川 江戸川
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高 二次的な人的被害リスク

低

避難行動の
実現困難度

屋内安全確保 ５区外
５区内の
避難施設等

移動距離

 要介護者、重度障害者等の要配慮者は、避難リスクが高く、
人によって事情が大きく異なるため、各人にあった避難行動、
避難先を選択できるようにしておくことが必要

 特に、５区外への立退き避難については移動距離が非常に
長くなるため、遠方への移動が特に困難な要配慮者（移動困
難者）については、特別な対応が必要

実線は要配慮者
点線は一般避難者

対象
「床上浸水継続

３日以上」の人数※

入院患者 ０.８万人

要介護・要支援者 ７.１万人

身体・知的・精神障害者 １.９万人

後期高齢者 １１.８万人

乳幼児 ８.７万人

妊産婦 １.７万人

合計 ３２.０万人

このうち、施設に入所（滞在）
している住民 １.６万人

入院・入所者とその付添い支援者 ３.６万人
在宅の要配慮者とその付添い支援者 ５９.０万人

要配慮者の避難リスクのイメージ

移動困難者の候補

一般避難者

一般避難者

要配慮者

要配慮者

上表の数値は統計値からの「移動困難者の概括的な見積もり」であり、次のような様々な状況が考えられる
 上表に該当しないが、遠方への移動が困難

 上表に該当するが、移動に支障はない、車等で家族が連れて遠方への避難が可能、移動リスクよりも避難生活
上のリスクが高く設備が整った施設への避難が必要 等

立退き避難対象区域に居住する移動困難者とその付き添
い支援者については、立退き避難を基本としつつも、５区
内の公的避難施設に避難することも可としてはどうか

その場合、５区内の公的避難施設の規模が１７万人である
ことを踏まえ、それ以上にならないように対応する必要が
ある。

考え方

※ 公表されている統計値を基に、５区全体の人口と床上浸水継続３日以上の人数との比率で算出している。
また、各属性での重複を一定程度考慮しているが、厳密なものではない。
さらに、浸水継続時間３日以内であっても、家屋倒壊等氾濫想定区域の人数を計上している

※ 小数点処理の関係で、合計と合わない場合がある

移動と避難生活を支援するため、入院・入所者に
対しては２名に対して１名の支援者が、在宅の移動
困難者に対しては同数の支援者が付き添うと仮定

①入院・入所者

０.８万人＋１.６万人＝２.４万人

②在宅の要配慮者

３２.０万人－２.４万人＝２９.５万人

③入院・入所者の付添い支援者 １.２万人

④在宅の要配慮者の付添い支援者 ２９.５万人

避難リスクが高い

移動困難者の整理

５区内の公的避難施設の規模 １７万人
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※移動困難者がいない２３世帯（Ｄ：５区外に避難可能だが域内避難）についても同様の結果となった
⇒ヒアリング後は全世帯が５区外に避難すると回答
⇒23世帯中21世帯（91％）が自主避難先に避難すると回答

住民アンケート・ヒアリング調査 ～ヒアリング前後の避難先の変化～

7

Ａ：支援があっても５区外に
避難不可【認定等あり】
（14世帯）

Ｂ：支援があっても５区外に
避難不可【認定等なし】
（14世帯）

Ｃ：支援があれば５区
外に避難可能
（13世帯）

世帯数
合計

５区内

自宅 ５ ６ １

３３公共施設 ８ ８ ４

その他 １

５区外
自主避難先 ６

８
公共施設 ２

世帯区分

避難先

Ａ：支援があっても５区外に
避難不可【認定等あり】
（14世帯）

Ｂ：支援があっても５区外に
避難不可【認定等なし】
（14世帯）

Ｃ：支援があれば５区
外に避難可能
（13世帯）

世帯数
合計

５区内

自宅

１

公共施設

その他

１

５区外
自主避難先 ９ １０ １２

４０
公共施設 ４ ４ １

世帯区分

避難先

身体障害者手帳1級の子供がいるため5区内の近く

の病院に避難。環境変化による体調悪化、発作が心
配され、１時間以上自動車等で避難することが困難

ヒ
ア
リ
ン
グ
前

ヒ
ア
リ
ン
グ
後

【避難先を変更した理由】

アンケート時には、域内避難を行うことによる二次的な
人的被害のリスクの認識が十分でなかった
⇒５５世帯中５２世帯
（具体例）

ヒアリング前には、浸水しはじめてから逃げると思い込
んでおり、支援があっても５区外への避難は不可能だ
と考えていたが、早い段階で避難開始するということで
あれば５区外に避難することは可能

リスクを正しく認識したことで、支援が受けられるか否
かを改めて考え直した結果、別宅の親族の支援が受け
られると判断

アンケート時には、自宅で域内避難を行うことによる周
囲への影響が十分に認識できていなかった
⇒５５世帯中３世帯
（具体例）

ヒアリング前には、立退き避難を行うと周囲に迷惑をか
けると誤解をしていたため自宅に留まるとしたが、その
ことが救助活動を困難にすることを認識し、５区外へ避
難すると判断

【アンケート時から５区外に避難すると回答した８世帯】

家族の支援を受けられることから５区外へ避難可能と
回答

８世帯中７世帯で、大規模水害時に広域避難が求め
られることを知っている等、リスク認識を持っていた

⇒40世帯中31世帯（78％）が自主避難先に避難すると回答

（１）概要
• 移動困難者の域外避難時の課題について、アンケート調査を実施した後、その調査結果を

踏まえ、移動困難者がいる世帯を中心に対面により情報提供及びヒアリング調査を実施す
ることにより、在宅の移動困難者の避難意向や実態を把握し、移動困難者の避難方針につ
いて整理する

（２）実施主体
• 東新小岩七丁目町会、葛飾区地域振興部 防災課、東京大学生産技術研究所加藤研究室、

ア!安全・快適街づくり、内閣府（防災担当）、国土交通省荒川下流河川事務所、気象庁
東京管区気象台、東京都

（３）調査対象・実施方法・調査内容
• 平成28年12月に東新小岩七丁目町会へ加入する世帯を対象にアンケートを実施し、その結

果、避難の際、家族や周囲の支援が必要な世帯を中心とし、訪問（一部電話）により情報
提供及びヒアリング調査を実施

（４）アンケート実施期間及び回収数

• 平成28年12月5日（月）～12月19日（月）
• 配布数：977世帯 回収数：621世帯 有効回答数：553世帯（56.6％）
※白票を除く票数

（５）ヒアリング調査実施期間及びヒアリング数
• 平成29年4月10日（月）～5月28日（日）
• ヒアリング実施世帯数 ：64世帯

うち A 移動困難者がおり支援があっても5区外に避難不可（認定等あり）：14世帯
うち B 〃 （認定等なし）：14世帯
うち C 移動困難者がおり支援があれば5区外に避難可能 ：13世帯
うち D 5区外に避難可能だが域内避難意向（健常者のみの世帯） ：23世帯

【ヒアリング結果】
 移動困難者がいる４１世帯のうち、ヒアリング前は３３世帯が５区内に留まると回答したのに対し、ヒアリン

グ後には４０世帯が江東５区外へ避難すると回答した。身体的な理由で５区外に避難できないのは１世帯のみ
であった。

 変更した主な理由としては、アンケート時には域内避難を行うことによる二次的な人的被害のリスクの認識が
十分でなかったことが挙げられた。

【結果を踏まえた基本的な考え方】
 在宅の移動困難者について、身体的な理由で５区外に避難できないのは１世帯のみであったが、ヒアリング対

象に偏りがある可能性もあることも考慮し、域外避難と域内避難どちらの避難行動をとっても対応できるよう
な計画とし、浸水区域内の公的な避難所については優先的に配分する。

 大規模水害時のリスクを正しく認識することにより、住民の避難行動は変わりうるものであり、そのための周
知活動・普及啓発に努める。



救助（荒川左岸7kp地点が決壊した場合）

（前進拠点） （救助地点）
係留 5分／艇

一般避難者2分／人、
移動困難者 4分／人

係留解除

ボートによる救助活動の所要時間

係留

係留解除 1分／艇

（万人）
入院・
入所者

在宅移動
困難者

合計

要配慮者本人 ０.５ ７.２ ７.８

付添い支援者 ０.３ ７.２ ７.５

合計 ０.８ １４.５ １５.３

病院・福祉施設内で
屋内安全確保 ０.８万人

公的避難施設に立退き避難 ２.６万人
：集計対象範囲
：左岸7KP決壊時の浸水範囲
：避難所

ボートによる救助可能数

 決壊後の救助活動の検証を取り扱うため、決壊前のど
こが決壊するか不明な場合に備えた最大方絡で考える
のではなく、特定の地点が決壊した後の状況で議論を
することが適切

 以下では、左岸側で立退き避難対象者が最大となる
荒川左岸7k地点が決壊した場合を事例とする。

ヘリによる救助可能数

※これらの数値は全体を平均的にみた場合のものであり、施設によっては救助しにく
い構造であったり、大人数を収容していたり等、救助に時間を要する場合がある。

これらを踏まえると、ボートによる救助可能人数は以下の通り
●病院・福祉施設における救助可能人数：9,916人/日
●公的避難施設における救助可能人数：7,758人/日

 常総救助実態から移動困難者については一般避難者の倍の空
間を必要としたとの実績があった。
 移動困難者が乗船する場合には2名分の面積を要するものと

して算出
 常総救助実態では4名の移動困難者の救助にあたり、係留後か

ら係留解除まで15分程度を要した実績があった。
 移動困難者については一般避難者より乗船に時間を要すると

考え、一般避難者については2分/人、移動困難者については
4分/人と、乗船時間を仮定。

 係留については、救助地点付近での進入経路や係留箇所に
迷ったり、浮遊物や標識、塀等が支障になったりすることが想定
されるため、係留に要する時間は５分/艇とし、係留解除時間
は1分/艇と仮定

 ヘリによる救助では、安全面から一定面積内に飛行可能な数が限られる。
 このことから、単位面積当たりの活動機数を想定し、1日あたりの救助可能人数を算出する。
 常総救助実態における決壊２日目の上空での配備密度がヘリ救助の上限だと考えられるため、それを参考に算出する。

これらを踏まえると、ヘリによる救助可能人数は 2,064人/日

公的避難施設に立退き避難 ２．６万人
うち救助対象となる施設（浸水継続時間３日以上の施設） １．８万人

⇒入院・入所者及び公的避難施設に避難した人については、３日程度で救助が可能



＜制約なし＞ 域外避難の避難時間算出の基本的な考え方

 避難者は、自由に交通手段を選択し、浸水区域外を目指
して最短距離で避難するものとする。

 徒歩・自動車・鉄道の各交通手段の利用割合は、江東５
区住民を対象としたアンケート結果に基づき設定した。

 対象者は立退き避難の対象者に加えて非避難者による通
過交通を見込んだ

ある避難者の避難時間

＝

＋

＋

Aさん

Cさん

時間
Eさん

Dさん

Bさん

ボトルネック直近の人 ⇒
（移動時間・待ち時間ゼロ）

ボトルネックを最後に ⇒
通過した人

ボトルネックを通過
できる時間あたり
の人数は一定

時間

①ボトルネックに到着するまでの時間

②ボトルネックを通過するまでの時間

③ボトルネックから浸水区域外に到達するまでの時間

避難者全員の避難時間
＝ 最後の避難者が浸水区域外

に到達するまでの時間

＝

＋

最後の避難者がボトルネックを通過するまでの時間

ボトルネックから浸水区域外に到達するまでの時間

個
人
に
着
目
し

た
算
出
方
法

ボ
ト
ル
ネ
ッ
ク
に
着

目
し
た
算
出
方
法

③ボトルネックから浸水区域
外に到達するまでの時間

①ボトルネックに到着
するまでの時間

②ボトルネックを通過
するまでの時間

最後の避難者が通過する時間 ＝ 避難者数 ÷ ボトルネック箇所の時間交通容量
9

徒歩３２％

鉄道４０％

自動車２８％

N=1,242

27.6%

4.8%

1.2%

25.4%

1.0%

37.0%

1.1%

1.3%

0.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

徒歩

自転車

バイク

自動車

他家の車に同乗

鉄道

バス

タクシー

その他

 大量の交通需要が短時間に集中した場合、経路内で最も
交通容量が小さい箇所、いわゆるボトルネックで渋滞が発
生する。

 徒歩と自動車については橋梁やＩＣがボトルネックになる。
 鉄道については駅がボトルネックになる。

交通手段とボトルネック

ボトルネック箇所のイメージ

ボトルネックでの滞留
（雑踏事故のおそれ）

逆方向か
らのアクセ
スとの錯綜

歩行者の無秩序な
アクセスによる混乱

避難方向
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 各人が自宅に最も近い橋梁を経由して最短距離で域外避難をする場合、
経由する橋梁によって避難時間に大きな差が生じる。
：6時間までに避難完了する［橋梁：６７］
：6～12時間までに避難完了する［橋梁：５］
：12～24時間以降に避難完了する橋梁［橋梁：２］
：24時間以降に避難完了する橋梁［橋梁：３］（最大２８時間）

 江戸川を渡り東へ避難するルートは、橋の数が少ないことに加え、江戸川
区、葛飾区の避難者が集中するため、通過に長時間を要する。

 混雑する橋梁を経由する避難者については、近隣の橋梁へと誘導・分散
すれば、避難時間を大幅に短縮できる可能性がある。

避難時間（時間）

6時間
までに
避難完了
（６７橋梁）

各橋梁の避難時間の分布状況

6～12時間
までに
避難完了
（５橋梁）

12 ～ 24時間
以内に
避難完了
（２橋梁）

24時間
以降に
避難完了
（３橋梁）

都道３１４号
（千住汐入大橋）
歩道幅員：約４ｍ
想定避難者数：４万人
避難時間：１３時間

国道６号（新葛飾橋）
歩道幅員：約２ｍ
想定避難者数：５万人
避難時間：２７時間

国道１４号（市川橋）
歩道幅員：約２ｍ
想定避難者数：５万人
避難時間：２８時間

ボトルネックとなっている橋梁

調整の効果が期待できる移動経路

都道１０号（葛西橋）
歩道幅員：約１．５ｍ
想定避難者数：３．５万人
避難時間：２５時間

都道４５０号
歩道幅員：約４．５ｍ
想定避難者数：５万人
避難時間：１３時間

都道１０号（葛西橋）

都道３１４号
（千住汐入大橋）
都道４５０号

国道６号（新葛飾橋）

国道１４号（市川橋）

＜制約なし＞ 避難時間の算出と短縮策（徒歩）

荒川・中川・綾瀬川等の江東５区内の河川を渡河する橋梁がボトルネックになるおそれが
あるため、地域で詳細に検討する際には、それも考慮した避難時間の算出が必要となる

ボ
ト
ル
ネ
ッ
ク
個
所
（
橋
梁
）

避難時間の短縮策のイメージ

避難対象者数： 約５５万人

時間あたり避難可能人数：約２６万人/h※

江東５区外へ出る橋梁数：７７
※域外避難時にボトルネックとなる橋梁全ての時間交通容
量の合計値

歩道幅員は片側
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 各人が自宅に最も近い橋梁※２を経由して最短距離で域外避難をする
場合、経由する橋梁によって避難時間に大きな差が生じる。

：6時間までに避難完了する[橋梁：４５]
：6～12時間までに避難完了する[橋梁：８]
：12～24時間以降に避難完了する[橋梁：６]
：24時間以降に避難完了する[橋梁：６]

 江戸川を渡り東へ避難するルートは、橋の数が少ないことに加え、江
戸川区、葛飾区の避難者が集中するため、通過に長時間を要する。

 混雑する橋梁を経由する避難者については、近隣の橋梁へと誘導・分
散すれば、避難時間を大幅に短縮できる可能性がある。

※２ 自動車避難のうち、１３％が高速道路を利用するものとし★、残りについては隣
接するティーセン領域の橋梁から避難するものとした。隣接領域には、接する辺
の長さに比例して配分した。

★ 第4回使えるハイウェイ推進協議会資料「高速道路の利用状況」（国土交通省）

避難時間の短縮策のイメージ

避難車両数：約１９．７万台（４２．６万人）

時間あたり避難可能車両数：約３．５万台/h※１ （７．６万人）

【一般道路】

江東５区外へ出る橋梁数：６５箇所
※１ 域外避難時のボトルネックの時間交通容量から、非避難者による通

過交通を引いたものの合計値

荒川・中川・綾瀬川等の江東５区内の河川を渡河する橋梁がボトルネックになるおそれが
あるため、地域で詳細に検討する際には、それも考慮した避難時間の算出が必要となる

＜制約なし＞ 避難時間の算出と短縮策（自動車（一般道））

11調整の効果が期待できる移動経路

ボトルネックとなっている橋梁
埼玉垳川排水機場隣接道路
車線数：1
想定避難台数：０.６万台
避難時間：１５時間

国道6号（新葛飾橋）
車線数：2
想定避難台数：1.８万台
避難時間：３５時間

国道14号（市川橋）
車線数：2
想定避難台数：1.７万台
避難時間：３２時間

都道450号
車線数：1
想定避難台数：1.８万台
避難時間：６１時間

都道313号（尾竹橋）
車線数：1
想定避難台数：０.９万台
避難時間：３３時間

都道314号
（千住汐入大橋）
車線数：1
想定避難台数：1.４万台
避難時間：４６時間

※車線数は片側

都道461号
（水神大橋）
車線数：1
想定避難台数：1.３万台
避難時間：３５時間

都道５０号（新大橋）
車線数：３
想定避難台数：１.５万台
避難時間：１５時間

都道３０８号（宇喜田橋）
車線数：１
想定避難台数：０.６万台
避難時間：２４時間

都道１０号（葛西橋）
車線数：２
想定避難台数：１.４万台
避難時間：１９時間

国道６号（言問橋）
車線数：２
想定避難台数：０.８万台
避難時間：１５時間

都道4５０号（新川口橋）
車線数：1
想定避難台数：０.５万台
避難時間：１５時間

自動車避難時間の分布状況（橋梁）

避難時間（時間）

6時間
までに
避難完了
橋梁：４５

ボ
ト
ル
ネ
ッ
ク
個
所
（橋
梁
）

6～12
時間までに
避難完了
橋梁：８

12 ～ 24時間
以内に
避難完了
橋梁：６

24時間以降に避難完了
橋梁：６
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都道450号

都道314号
（千住汐入大橋）

都道461号（水神大橋）
国道6号（新葛飾橋）

国道14号（市川橋）

埼玉垳川排水機場隣接道路
都道50号（新大橋）
都道450号（新川口橋）
国道6号（言問橋）

都道313号（尾竹橋）

都道308号（宇喜田橋）

都道10号（葛西橋）



避難時間の短縮策のイメージ

避難車両数：約２．６万台（５．６万人）

時間あたり避難可能車両数：約０．７万台/h※１ （１．５万人）

【高速道路】

首都高入口：２０箇所
※１ 域外避難時のボトルネックの時間交通容量から、非避難者による

通過交通を引いたものの合計値

 各人が自宅に最も近い入口※３を経由して最短距離で域外避難をする
場合、経由する入口によって避難時間に大きな差が生じる。

：6時間までに避難完了する[入口：１６]
：6～12時間までに避難完了する[入口：２]
：12～24時間以降に避難完了する[入口：２]
：24時間以降に避難完了する[入口：０]

 混雑する入口を経由する避難者については、近隣の入口へと誘導・分
散すれば、避難時間を大幅に短縮できる可能性がある。

※３ 自動車避難のうち、１３％が高速道路を利用するものとし★、残りについては隣
接するティーセン領域の橋梁から避難するものとした。隣接領域には、接する辺
の長さに比例して配分した。

★ 第4回使えるハイウェイ推進協議会資料「高速道路の利用状況」（国土交通省）

＜制約なし＞ 避難時間の算出と短縮策（自動車（高速道路））

12調整の効果が期待できる移動経路

0
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ボトルネックとなっている入口

自動車避難時間の分布状況（入口）

避難時間（時間）

6時間までに
避難完了
入口：１６

ボ
ト
ル
ネ
ッ
ク
個
所
（（首
都
高
入
口

）

6～12時間

までに避難
完了
入口：２

12 ～ 24時間以降
に避難完了
入口：２

24時間以降に
避難完了
入口：０

平井大橋

加平

平井大橋
想定避難台数：0.３万台
避難時間：1６時間

京葉道路接続部
想定避難台数：0.３万台
避難時間：1７時間

加平
想定避難台数：0.4万台
避難時間：1２時間

船堀橋
想定避難台数：0.２万台
避難時間：1１時間

京葉道路接続部船堀橋
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日暮里・舎人ライナー
避難時間：１１時間
想定避難者数：２万人

避難時間（時間）

ボ
ト
ル
ネ
ッ
ク
個
所
（鉄
道
駅
）

各駅の鉄道避難時間の分布状況

6～12時間までに
避難完了（32駅）

6時間までに
避難完了（39駅）

日暮里・舎人ライナー

京成本線普通

京成本線普通
避難時間：９時間
想定避難者数：８万人

亀戸線

新宿線

亀戸線
避難時間：８時間
想定避難者数：２万人

新宿線
避難時間：７時間
想定避難者数：１５万人

特に調整の効果が期待できる地域

（日暮里・舎人ライナー沿線、京成
本線沿線）

乗車・降車・乗り換え等の需要に対し、駅のホーム・構内の面積が足りずにボトルネックになるおそれ
があるため、地域で詳細に検討する際には、それも考慮した避難時間の算出が必要となる

避難時間の短縮策（鉄道）のイメージ

避難対象者数： 約６９万人

時間あたり避難可能人数： 約３２万人/h※

駅数：７１箇所（江東５区避難対象区域内の駅）
※域外への避難に使用可能な路線（１６本）全ての輸送力
から、非避難者による通過交通を引いたものの合計値

 各人が自宅に最も近い駅から乗車して域外避難する場合、各駅で避難時間に差が
生じる。

：6時間までに避難完了する駅
：6～12時間までに避難完了する駅
：12～24時間以降に避難完了する駅
：24時間以降に避難完了する駅

 全ての駅に停車する各駅電車は、多くの避難者を輸送することとなる一方で輸送力
が小さいため、各駅電車しか停車しない駅については、時間を要することとなる。

 各駅電車に乗車した避難者は可能な限り輸送力の高い急行に乗り換えるようにす
る、同じ路線であっても急行等が停車する大きな駅から乗車する、輸送力に余裕の
ある別路線へと避難者を誘導・分散する等により、避難時間を短縮できる可能性が
ある。

＜制約なし＞ 避難時間の短縮策（鉄道）
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時間最短を図った結果、長距離の迂回をとなってしまう地域については、避難開始の前倒し、
ボトルネックの容量増強、バス等による駅間移動の誘導等の対策を検討すべきではないか

 自宅最寄りの橋梁等を経由し、個人の避難距離を最短にしようとする避
難（距離最短）では、交通手段・経路別で避難時間に大きな差が生じる。

 地域全体の総避難時間を最短化（時間最短）するために、避難者の交
通手段・経路を調整する。

＜制約なし＞ 避難時間の短縮策（徒歩＋自動車＋鉄道）

自動車

鉄道

最寄の橋梁
を使って避難

距離最短の考え方

時間最短の考え方

空いている橋梁
を使って避難

A橋

C橋

B橋

Ａ橋避難完了

他の橋梁へ誘導

誘導による避難時間短縮効果

全ての避難者の避難が完了する時間は、最も時間
を要するC橋梁の避難時間と等しくなる

避難完了

避難時間は、全橋梁同時となる
（各橋梁の交通容量を最大限活用できることを想定）

Ｂ橋避難完了

避難完了

A橋

C橋

B橋

考え方

・江東５区全体の交通手段・経路においてこの作業を実施すれば、全避難者の避難時間の総計を
最小化した場合（時間最短の考え方）の避難時間を算出することができる。
・時間最短の考え方で算出した避難時間は、江東５区を一つの地区と見なして、全ての立退き避難
者と通過交通を、全てのボトルネックの時間交通容量の総和で除したものとなる。ただし、これは
理想的な状況を仮定したものであり、実際の避難時には距離最短と時間最短の間となる。
・遠方のボトルネック箇所まで迂回を強いられる地区や希望しない方面への避難を求められる避
難者が生じるおそれがある等、避難者が避難方針に協力することが前提となる。

徒歩

14

一般道

高速道路



※１ 時間交通容量から非避難者による通過交通を除いたもの

徒歩 自動車 鉄道 合計２６ ＋ ９ ＋ ３２ ＝ ６７
設定した条件を緩和することで、避難時の交通対
策を講じることによる避難時間の短縮効果を分析

自由意思に委ねた避難 避難時間の最短化

徒歩 ５５万人（３２％） ６７万人（３９％）

自動車 ４８万人（２８％） ２２万人（１３％）

鉄道 ６９万人（４０％） ８３万人（４８％）

合計 １７２万人

交通手段別の避難者数

各交通手段の変化
合計６７（万人/ｈ）
の変化（倍率）

避難時間※２

の変化

歩行者密度の最適化
３．５ → ２．０ （人/㎡）

徒歩 ２６ → ６２ １０３（１．５４倍） ３５％減

自動車速度の向上
３ → ５ （km/h）

自動車 ９ → １６ ７４（１．１０倍） ９％減

鉄道運行率の維持
７０ → １００ （%）

鉄道 ３２ → ５０ ８５（１．２９倍） ２１％減

荷物量の半減
徒歩 ２６ → ３５ ７６（１．１５倍） １２％減

鉄道 ３２ → ３９ ７４（１．１０倍） ９％減

通過交通の抑制
５０ → ０（%）

自動車 ９ → １３ ７１（１．０６倍） ６％減

鉄道 ３２ → ４０ ７５（１．１２倍） １１％減

上記全ての対策を実施
徒歩 ２６ → ８３
自動車 ９ → １９
鉄道 ３２ → ６７

１６９（２．５２倍） ６０％減

鉄道の完全運休 鉄道 ３２ → ０ ３５（０．５２倍） ９１％増

アンケート調査に基づき、
徒歩３２％、自動車２８％、
鉄道４０％で配分

「時間あたり避難可能
人数」に応じて配分
（時間最短のための
最適配分）

設定条件緩和の効果時間あたり避難可能人数（万人/h）※１

自動車による避難者数は限界があるた
め、移動困難者を含む世帯が自動車を
使用できるよう、他の住民については可
能な限り徒歩・鉄道避難とするよう、協力
を要請してはどうか

考え方

※２ 避難者全員が避難完了する時間

15

各交通手段の分析

＜制約なし＞ 総避難時間を最短にする避難

距離最短と時間最短  「自由意思に委ねた避難」、「避難時間を最
短化した避難」のいずれの避難時間も極端
な仮定に基づくものであり、実際には両者
の間の時間で避難完了することとなる

 特に、「事故による交通容量低下は起きな
い」という仮定はいずれの避難形態にも共
通のものであり、これが成立しないと、大幅
に時間が増加する

移動手段・経路
避難者数

自由意思に委ねた避難
（避難者の９割が避難完了する時間）

避難時間を最短化した避難
（避難者全員が避難完了する時間）

１７２万人 約１７時間 約３時間

交通手段・経路等の対策



＜基本ケース＞ カスリーン台風を想定した域外避難の実現可能性の検証

堤防決壊までの時間

カ
ス
リ―

ン
台
風
実
績
に

基
づ
く
シ
ナ
リ
オ

２０ １２ １０ ８ ６２４ ４１６

徒歩・自動車制限なし

全鉄道運行停止

緊
急
避
難

堤
防
決
壊
の
お
そ
れ

 カスリ―ン台風実績を基にして、避難行動の制約（前提条件）を設定する。

 域外避難に要する時間は、３～１７時間である。
 早期かつ確実に域外避難を実現するためには、３つの交通手段による避難可能人数のうち、およそ半数を占める鉄道を最大限に活用

することが重要である。
 鉄道の運行等に支障を与える条件は次のとおりである。

・夜間においては最大６時間、運行されない。
・氾濫の１２時間程度前における地下鉄の運行停止※（氾濫流拡散防止のための止水措置、乗客・乗員の安全確保、車両退避等）
・氾濫の６時間程度前における全鉄道の運行停止※（乗客・乗員の安全確保、車両退避等）
・氾濫の７～１０時間程度前における「東京での強風雨」による交通手段への影響（沿岸部等ではさらに早い段階から風が強くなる）
徒歩：速度の低下
鉄道：大幅な遅延や運行停止、それに伴う事業者間の相互直通運転の取りやめによる運行本数の減少

 氾濫の２４時間程度前から避難を開始することが必要ではないか。

『避難方向』の
制限に係る前提条件

『避難手段』の
制限に係る前提条件

『避難速度』の
制限に係る前提条件

※鉄道事業者への聴取を基に設定

東京での
強風雨

（沿岸部、渡
河部を中心に
鉄道の一部
運休）

東京における強風雨時における各交通手段への影響の検証

検討事項

地下鉄運行停止

沿岸部や渡河部での
風は内陸よりも強いこ
とから、沿岸部等の路
線は、速度規制や運
行停止が早くから必
要となる場合がある

夜間は最大６時間
鉄道が運行されない

鉄道を活用できる
時間をある程度確
保しようとすると、
氾濫の２４時間程
度前には、何らか
の災害予測に基づ
いて、避難を開始
することが必要

様々な不確定事象に備え、鉄道の運行をできるだけ延長することが
できるように、鉄道事業者に事前対策を要請すべきではないか

考え方

以下を考慮すると、災害発生の２４時間程度前にその
兆候をとらえる必要があるのではないか
・強風雨による鉄道運行停止となるおそれ
・鉄道が運行されていない夜間の避難となるおそれ
・計画どおりの誘導・分散が実現しないおそれ

考え方

２

荒川・江戸川
水位上昇（避
難方向制限）
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秩父

岩淵で最高水位（8.6m：

計画高水位相当）に到達
（9/16 4時）

0

1000

0

50

100

累
加
雨

量
（

m
m
）

時
間
雨

量
（

m
m
）

降水量（mm）

累加雨量（mm）

9/15 18:00までの累加雨量
605mm

吹上（熊谷）地点で最高水位
に到達（9/15 17時30分）

9/15 4:00までの累加雨量
240mm

グラフ出典：荒川治水誌資料 昭和29年8月 建設省関東地方整備局荒川下流工事事務所

岩淵水門(上)のピーク水位時刻に対し、

①約２４時間前
秩父地点の累加雨量２４０mm

②約１０時間３０分前
吹上地点（熊谷地点）のピーク水位

③約１０時間前
秩父地点の累加雨量６０５mm

下流に向かって
水位が伝播

岩淵水門（上）(21.08KP)

熊谷（76.53KP）

治水橋(41.89KP)

松戸

荒川の水位観測所

カスリーン台風時における上流域での降雨と上流から下流への水位伝播 カスリーン台風時の実績

岩淵水位ピークの10時間30分前

岩淵水位ピークの24時間前 岩淵水位ピークの10時間前

荒川におけるカスリーン台風の実績
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避難完了

α 時間前３＋α時間前

岩淵地点の
危険水位超過

沿岸部の
危険水位超過

高潮による
氾濫発生

１２時間前 災害発生時刻

逃げ遅れた者
は垂直避難へ

沿岸部の危険潮位超過
を予測（高潮特別警報）

２４時間前

高潮特別警報発表
の可能性の言及

７２時間前

東京における風雨の強まり（暴風警報の発表は予想される暴風期間の３～６時間前）

・5区職員が荒下に集
合し共同検討開始

・自主広域避難の呼
びかけ

5区長が共同で
広域避難勧告を発令

台風72時間
進路予報

上流域の雨量

上流地点の河川水位

寄居地点上流の累
加平均雨量が
●●mmに到達し、
さらに24時間以内
に●●mmに到達
することが予想さ
れる場合

災害の発生予測情報
事前設定の例

（実際の避難開始判断にあ
たっては、東京での風雨の
状況等、他の要因もあわせ
て判断することになる）

熊谷地点の水位が
計画高水位を上回
り、寄居上流、入間
川流域での累加平
均雨量が●●mm
に到達することが予
想される場合

洪水予報による
水位予測で、岩
淵地点の水位が
危険水位を超過
することが予想さ
れる場合

岩淵地点の危険
水位超過を予測
（洪水予報）

洪水による
氾濫発生

洪水における避難開始の判断基準のイメージ
洪
水
に
お
け
る
避
難
開
始

判
断
へ
の
寄
与

＜基本ケース＞ 避難勧告等の判断基準の設定

避難に直結する
災害の発生予測情報なし

（ 大雨特別警報発表の
可能性の言及があるが、
荒川洪水とは直結しない）

江東５区における現状での対応方針

洪水予報による水
位予測と比較して、
精度がかなり低い

従来の予測と比較すると、２４時間前
では精度が低い予測となり、それに基
づいて、大規模・広域避難の開始を判
断せざるを得ないことについての社会
合意が必要ではないか

考え方
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実地での検証が必要と考えられる事項

19

域内避難・域外避難の両方に関すること

域内避難に関すること

域外避難に関すること

計画の実効性に関すること

本ＷＧで提示した基本的な考え方と定量的な算出方法を踏まえ、今後、実地での検証や、関係機関において技術開発等が
必要と考えられる事項を以下に記載する。

立退き避難の対象者を「浸水継続時間３日以上」または「全居室水没」または「家屋倒壊等氾濫想定区域」に該当する
住民とすることの実現可能性

入院患者や施設入所者をはじめとした移動困難者の立退き避難及び屋内安全確保それぞれの避難行動の実態把握と
実現可能性

浸水域内に留まった人を可能な限り短時間に救助するための方法や、救助しやすい建物構造への改善

地域全体の最適な避難行動が実現されるよう、災害リスクやとるべき避難行動等について、周知活動や普及活動の効率
的かつ効果的な方法

従来と比べて精度が低い予測に基づく避難判断となることについて社会合意を得るための方法
河川管理者（または海岸管理者）や気象庁による長時間先の予測精度を向上するための技術開発

各交通手段別で交通事故や群集雪崩等の事故を防ぐための具体的な対策（例えば、駅到着時刻の分散、駅前・構内
の誘導、橋梁付近の誘導方法）

混雑を緩和し避難時間を短縮するための対策
• 比較的余裕のある交通手段・経路への分散計画
• 非避難者による道路・鉄道の利用を極力抑制する方策
• 携行荷物の最小化、整然とした歩行
• 移動困難者が自動車避難できるような対策
• 長距離迂回者に対する措置

鉄道運行を延長することの必要性とその方法
親戚宅や通勤先等の自主避難先の確保の積極的な推奨（住民のみならず企業や学校、宿泊施設等に対して協力を求
める）

※必要に応じて内閣府等が支援


